
 

会 議 録 

 

１ 会議の名称：第２回妙高市総合計画審議会 

２ 開催日時：平成３０年１０月１８日（木） １４時から１５時５５分まで 

３ 開催場所：妙高市役所 ３階 ３０３会議室 

４ 出席した者の氏名（敬称略・傍聴者を除く） 

 （委員 １３人） 

吉田昌幸、池田和資、安原義之、中嶋正文、古田芳久、桑原大、伊比政憲、塚田憲章、児玉久美子、

小嶋久美子、飯吉悟、広島直人、小川夕子 

※欠席：小栗康雄、望月広伸 

（事務局 ４人） 

松岡企画政策課長、岡田企画政策課長補佐、長谷川政策調整グループ係長、西山主事 

５ 議題・発言の内容（要旨） 

 (1) 会長あいさつ 

【吉田会長】 

ご多用の折、審議会にご出席をいただき、感謝申し上げる。８月の１回目の審議会では、次期計

画の策定方針やスケジュール、まちづくり市民意識調査の結果等を中心に議論を進めたところであ

る。２回目の本日は「第２次総合計画の評価」を中心に審議を進めていく。 

少子高齢化の中、どのようにまちづくりを進めていくかというのが非常に重要な課題である。そ

のような課題に対応すべく、時代の流れを的確に捉えた計画を策定していきたいと考えているので、

活発な意見交換をよろしくお願いしたい。 

 (2) 報告事項 

  ①妙高版総合戦略の評価について 

資料１により事務局から説明。質疑・意見等なし。 

  ②妙高市の人口動態について 

資料２により事務局から説明。 

＜質疑・意見等＞ 

委 員：人口は減っていく前提として、減り方を減らすことはできると思う。人口が右肩上がり

となることは考えづらい。担い手世代が出ていくことも問題である。人口減少を前提とした総

合計画の作りをどこまで意識しているか。 

事務局：人口減少は逃れられない問題であるが、人口が減ったからといって行政がすぐ駄目にな

るということではない。人口減少となっても、それに見合ったような体制づくりが必要と考え

ている。次期計画では人口の減少幅を減らすことが重点と考えている。産業分野への影響が大

きい。転入を増やし、転出を減らすことからやっていく。雇用を増やそうとか、交流人口から

定住につなげていくとか、子育てに力を入れるとか、そういったことを組み合わせていく。人

口減少対策が大きなポイントとなるという認識は持っている。 

委 員：転入はどういった業種が多いか。産業別ではどのようか。 

事務局：最近の傾向として、製造業や医療介護、観光関係で人手不足で、そのような業種が多く、



 

外国人の雇用、転入も増えている。市外、国外含めて労働者の転入がある。 

委 員：観光業も外国人労働者が増えてきている。季節労働者の方もおり、制度上一年間のみの

滞在の場合もあるが、それも含まれているか。 

事務局：在留管理制度の登録があり、住所異動が発生しているもののみ。季節労働者はおそらく

登録をしていないことから、反映されていないと考えられる。 

委 員：外国人の動向も調査する必要があると思う。 

委 員：上越市への転出が多いとのことだが、転入出の具体的な要因はどのようか。福利厚生面

で上越市の方が手厚いから転入が増えているなどといった分析はしているか。 

事務局：昔から通勤、通学先として一番多いのが上越市で、歴史的なつながりも強く、転入出の

違和感がない。雪がネガティブ要素となり、冬に過ごしやすい環境で生活したいということで

転出しているものもある。転入では、住宅取得等支援事業により、上越市から妙高市に家を建

てて住むということが多い。経済圏が一緒で居住環境が大きく変わらないというのはある。交

通アクセスなど、生活環境は上越の方が上だと認識している。住宅取得等支援や空き家の紹介

等をしているが、個別の事情があるので、難しさはある。 

委 員：転入出の状況は過去と比べてどのようか。流入を増やすという時にターゲットを絞るに

あたって、なにを目的に、なにを魅力として妙高へ来るのかというのが重要。 

事務局：社会動態の動きを分析すると、就職、就学を機に３月から４月にかけて急に人口が落ち

る。落ちた人口が高確率で３０歳代までに妙高へ帰ってくるケースが多かったが、最近は帰っ

てこなくなった。若い人を中心に故郷に帰る傾向があるが、総体として大きな動きになってい

ない。若い人をどう戻すかが次の課題になる。 

 (3) 審議 

①第２次総合計画の評価について 

 資料３により事務局から説明。 

＜質疑・意見等＞ 

（産業・環境部会所管の施策について） 

委 員：次期計画の基本方針はどこにつながっていくのか。各課へ伝えていくのか。 

事務局：施策評価は企画政策課で行ったものではなく、各課で行っている。総合計画を作る過程

として、プロジェクトチームで素案を作り、策定委員会へ報告、修正し、今回の資料となった。

ここでの評価は庁内の合意を経ているものであるため、この方針に基づいて、次期計画を作っ

ていくということになる。 

委 員：行政の中での課題の把握だと思うが、その課題を民間に落とし込むのはどうするのか。

官民連携はうまくいっているのか。行政で考えるが、主体として動くのが民間というものもあ

ると思うので、しっかりと民間に落とし込んでもらいたい。 

事務局：おっしゃる通りで、ＤＭＯなど民間が主体となるものがある。総合計画は民間の皆様と

連携しながらこういうことをやっていこうという大きな方向性を示すものになる。民間の皆様

との連携、整合性を取るということは当然必要になる。その調整は所管課が行い、歩調を合わ

せて同じ方向を向いて事業を実施していく。現在は欠けている部分もあるので、これからやっ

ていかなくてはいけない。 



 

委 員：観光に関連して、隣の信濃町では、まち全体をフェイスブックでＰＲしている。妙高市

の考えは。 

事務局：妙高市でもフェイスブックでのＰＲを実施しており、妙高ノートなどの観光情報の発信

と一緒にやっている。観光客が団体から個人に変わってきている傾向にあるため、ターゲット

を明確にし、メールなどで個別に発信するように検討している。システムはあるが運用が追い

付いていない現状である。 

委 員：計画のスタイルとして、主要施策の順番で観光が一番初めの施策として来るのはなぜか。 

事務局：第１次総合計画から引き継がれている。合併してから、今の市長が観光と農業で地域を

支えるという基本方針を打ち出し、観光が基幹産業であるという考えから来ているもので、そ

の時々の計画策定にあたり策定メンバーの同意があり、この順番になっている。 

委 員：一番初めに観光が来ることが、市民感覚として違和感がないか心配である。 

事務局：市町村合併前の新井市では順番が違った。合併後は観光が一番初めになっている。 

委 員：もう少し広い範囲で、上越市、糸魚川市と連携していかないと弱いと思う。連携の仕組

みの構築など、連携をもっと強くし、広域で良いものを作っていくということを今後の方向性

に入れてもらいたい。 

  もう一点、施策目標の達成率はどのように算出しているのか。 

事務局：現況値から目標値までの増減率で算出している。庁内でも分かりにくいという意見があ

るため、目標値に対しての相対的な割合とするよう変更したい。 

  広域連携については評価の中で触れている部分もあるが、いろいろな地域と連携して事業を

行っていきたい。 

委 員：施策の順番の話に戻ってしまうが、観光が一番初めでいいかという点で不満に思ってい

る人が周りではいる。妙高市として観光がメインにならなければいけないというのはわかって

いるが、実際に住んでいる私たちが後回しになっているのではないかという感想は良く聞く。

移住定住についても同じ。住みよさランキングも順位は良いが、どこが良くて順位が良いのか

分からないという意見も聞く。住んでいる人が第一で、住んでいる人に恩恵があるようなもの

が第一で良いと思う。観光や移住定住ももちろん大事なので、両方できると良いが、観光が一

番であると目立つ。 

事務局：今回は計画の評価なので、次の計画でなにをはじめに持ってくるかということを含めて、

今後順番を議論していければと考えている。住みよさランキングについては、端的に言うと住

宅の床面積が大きいので、それがかなり順位を押し上げている。福祉関係でグループホームを

最近たくさん整備したということで充足率が高いとか、犯罪発生率が低いとか、市の財政面で

規模が小さいながらもがんばっているということで順位を押し上げているという状況である。 

委 員：「ＤＭＯが自立した組織になっていない」という記載があるが、この先自立した組織にな

るのか。 

事務局：財政面でいうと今は市が全額財政負担をして運営している状態。国から頂いている地方

創生推進交付金は５年間で自立しなさいという条件も付いていることから、５年以内に自立す

るようにしている。 

委 員：収入を得るような活動をしていくということか。 



 

事務局：ＤＭＯに加入してもらって会費を納めてもらうとか、独自事業で稼ぐとか、配宿手数料、

旅行商品の開発などで稼ぐとかという活動により収入を得て、自立していくことを考えている。 

委 員：ＤＭＯは今年４月にできたばかりなので、今は観光協会とＤＭＯが両立する中でやって

いる。来年３月に観光協会が解散しＤＭＯと統合して、今後はＤＭＯが観光の主体の民間団体

となる。現時点では事業はいろいろ模索して、これからやるという段階。自立していないのは

当然。５年計画の中で財源等を詰めて、自立していこうとしている。 

委 員：妙高高原地域では冬期間の１２月から３月にかけて、不燃物の収集がない。皆さん工夫

して、冬の間保管していたり、スーパーに持っていったりしているが、その間に分別の意識が

薄れてしまう。せっかく夏場はしっかり分別しているが、冬になるとこれくらいいいかという

ような現状が毎年繰り返されている。今年に入ってから妙高高原、妙高地域で小型家電等の拠

点回収を実施し、リサイクルが進んでいるように思う。不燃ごみの拠点回収やごみ置き場設置

の費用助成により、分別が進めばよいと考える。 

事務局：ごみの収集については地域で話し合いをして決めている。市では地域でごみ分別説明会

を行っている中で、他地域での工夫を話したりしている。最近は福祉施設による事業系ごみが

多い傾向があり、その圧縮に苦労している。家庭ごみについてはある程度減量が進んでいる。

ごみステーションの補助はこの場で判断できないので、課題として所管課に伝えたい。 

委 員：赤倉においては外国人のごみ分別の意識が低い。説明会では外国人でも分かるようなも

のに工夫してもらいたい。ペーパーでの用意も必要と思う。 

事務局：英字にしたものを配ったこともあるが、対応について非常にネックな部分。担当課と相

談しながら今後検討していきたい。 

委 員：市内企業の活性化については後継者不足が深刻なので、事業承継支援が必要と考える。

また、雇用・労働環境の充実の目標として、有効求人倍率を指標とすることは適当か。倍率の

増減にはいろいろな要因があるため、指標とすることは疑問である。 

事務局：事業所の支援については企業振興奨励条例の中で店舗の貸し借りも含めて新たな支援を

行っている。かつては新井地域で半導体工場があって、二次、三次下請けで事業数が多い時期

があったが、今は減ってきている。今後は視点を変えて、テレワークやサテライトオフィスな

ど、起業に結びつくような支援を行っていきたい。指標については今後個別施策を検討する中

で、適正なものを目標設定したい。 

委 員：農業施策の支援の成果としてＪＡのカントリーエレベーターの設置とあるが、効果があ

ったと思うが市民に浸透していないと思う。農業分野は高齢化と担い手不足が大問題で、どこ

の地域においても一番の課題である。一法人で平均年齢６８歳とかが当たり前になっている。

担い手を早く育てないと、農業分野は衰退の一途になってしまう。担い手となるためには農業

で生活できないといけない。収入、生活費の確実性がないと誰もなってはくれない。担い手を

つくるのはこれからも難しい。ある集落では、７年前に２３人の耕作者がいたが、去年は３人

しかいない。耕作地は遊休農地になっていないため、３人の方が辞めた人の耕作地までやって

いるというのが実情。いつまで現状の体制でやっていけるか。妙高市はもう限界。この状態が

これから弊害を生む。法人一軒当たりの負担が大きい現状であり、一軒ができなくなれば、残

された他の負担が大きくなり、次々と駄目になる。 



 

  山間地域の農地が山林・原野に地目変更されるケースが増えてきている。耕作する人がいな

いから仕方ない。農業委員会でも問題になっている。 

認定農業者の数も目標となっているが、多ければ多いほど良いというものではない。農業を

する中で機能している方が何人いるかが問題である。今のうちに減らした方が良いと所管課に

は提言している。認定農業者をふるいにかけることが必要。 

  道の駅が拡張整備され、新たな農業振興施設も指定管理による運営となると思うが、直売所

に野菜を出す人の手立てを早めにしないと、地元の農作物で運営できなくなる恐れがある。 

  農業の担い手として、外国人、特にネパールから来てもらうという動きがある。この人たち

の住まいの手配や支援などを考えてもらいたい。 

事務局：今後、平成３２年度からを期間とした農業・農村基本計画を策定予定であり、具体的な

話はその作成過程で議論されると思う。認定農業者の数は現行の農農計画の中でも減らしてき

ており、高齢化によって担い手が減少しているという認識はしている。拡張道の駅の運営面は

市で検討している段階であるが、おっしゃる通り早めに地元野菜の確保を確立しないと売り物

がないという状況になるので、農林課と相談しながら品物等を確保していきたい。拡張のきっ

かけとしては現在の売り場が狭く、売りたい品物が多いということであったが、米以外の品物

をどう確保していくかということで、雪室の活用など知恵を絞りながら考えていきたい。外国

人の関係については国の法律も変わる中で、相談の体制ができればいいと考えている。 

委 員：雪室の話があったが、直売所で売る野菜のためだけの利用を想定しているのか。 

事務局：農家レストランで活用することを考えているが、他の利活用の検討の余地はあると考え

ている。今のところは拡張道の駅を使う方々のための雪室という考えである。 

委 員：ぜひ検討してもらいたい。阿賀町ではＪＡＬと提携し、雪室で貯蔵したお米を機内食で

提供している。雪室貯蔵により付加価値を高め、高価なものになっている。今回の雪室の地域

でのメリットはどこにあるか。雪を克服するということ、地域産品をつくることも含め、有効

活用のための体制づくりもお願いしたい。 

事務局：今の話を参考にしながら、農林課と話をしたい。 

（健康・福祉・教育部会所管の施策について） 

委 員：あいさつ運動を実施しているが、地域の役員は一生懸命でも、保護者はなかなか出てこ

ない現状で、もっと協力してほしいと思う。学校の周りがにぎやかになるだけで、地域の活性

化に繋がっていない。もっといい方法がないか。 

事務局：市民の認知度が上がってきているが、地域差があることは認識している。少子化や地域

性などの課題があることは承知しているが、コミュニティスクールの展開など地域と学校の連

携を推進しているので、普及啓発を続けていきたい。 

委 員：コミュニティスクールの活動は良い。子どもたちのために地域が盛り上がる活動なので、

今後も進めてほしい。 

委 員：あいさつ運動は、保護者の中で役員だからやるものだという認識があるのも事実。声か

け次第では外に出てくる機会は多くなると思う。ＰＴＡなどでの啓発により、活動を広げてい

けるかなと考えている。 

委 員：子どもは地域の宝である。子どもたちのためにも、ぜひ広げていきたい。 



 

委 員：郷土愛を育てる施策の充実を県で提案している。そういう授業が高学年になるにつれて

減っていくので、小さいころから教育の機会を増やしていき、郷土愛の醸成を図り、首都圏に

出ていっても将来的に帰って来てもらう意識を持ってもらうということが大事だと思う。 

事務局：教育委員会でも力を入れている部分である。教育の原点として郷土のことを知り、郷土

を愛するという意識の醸成を図りたい。将来的に市に戻って来てもらうというのが理想である。 

委 員：先生方と行政との考え方が違う場合があるので、教育現場と連携して、やり方を工夫し

ながら意識醸成してもらいたい。 

委 員：スポーツの振興について、なぜスキーに限定するのか。親がスキーをやっていたから子

どもにもスキーをやらせたいということかもしれないが、スノーボードをやりたい子どもは山

ほどいる。ウインタースポーツ全体で考えてもらいたい。 

  芸術関係について、十日町市の大地の芸術祭と比較するわけではないが、芸術をきっかけに

集客できるような事業展開ができないか。これまで東京芸術大学と連携してきているので、無

駄にしないような事業展開が必要と考える。 

事務局：地域として従来からスキーに特化してきた伝統があるということで、地域や関係者から

要望をもらってきたという中でジュニアスキーという記載になっている。ウインタースポーツ

については市内に専門学校もあり、種目もさまざまである。関係者と話をしながら幅広に対応

し、強化する競技を増やしていく中で子どもを増やすことにもつなげられればと考えている。 

  芸術については難しい部分があり、東京芸大の学長の専門分野はバイオリンなので、絵画の

部分はどうかという見方もある。岡倉天心からの伝統であり、市としてももっと事業が盛んに

なってもらいたいという考えがあるので、地元と話をして意見を取り入れる中で良い方法を探

していきたい。 

委 員：夏の芸術学校について、小学生とのタイアップとして、移動手段があれば放課後児童ク

ラブで預かっている子どもを連れていける。クラブの子は元気な子が多いので、移動手段がな

いから参加できないのはもったいない。バスを出してもらって連れていき、上手く芸術に触れ

る機会を作って、芸術を教えてあげられればありがたい。 

委 員：地元としても、芸大だけでは人数が足りず、上越教育大学にお願いして子どもの参加を

促している現状もある。受入体制はあるが集客がなく、出たい子どもがいても移動手段がない

という話がある。 

委 員：何度も参加していると、絵を描いておしまいというマンネリ感はある。そこから発展し

た取り組みを考えないといけない。かつてはその後大学の学芸祭などのイベントに参加するよ

うな相互交流があった。今はどちらかというと一方的に大学から来て絵や音楽を教えてくれる

ということだが、こちらからも参加できるような双方向性が出てくると良い。 

事務局：違う環境で芸術に触れるということも大事だと思うので、今後検討していきたい。 

委 員：健康・福祉・教育部会の前半は子育てに関係するところで、人口推移で減少している２

０代３０代に向けて、子育て施策が充実していて子育てするなら妙高市がいいだとか、高齢者

に向けて、妙高市は医療福祉が充実しているとか、ターゲットを絞ってアピールすることを考

えると、施策の順番として子育て分野を計画の最初に持ってくることも効果的と考える。次回

以降の議論になると思うが、今後考えていければと思う。 



 

委 員：地域包括ケアの部分で、高齢者の介護、介護予防の仕組みづくりをどこの自治体でもや

っている。医師の確保なども重要だと思う。高齢者の施設はたくさんあるということであるが、

民間企業なので、これはけいなん病院系列だからとか、これは市の系列だからとか、本来そう

いうことはあってはいけないが、系列により判断する事例が現実ある。枠組みを外して、地域

全体で看取りまでできる、孤独死しないで良い社会を地域も関わって医療機関も中心となって

構築できればよいと思う。現在は道半ば。民間では、福祉は利益を取れるところしかやりたが

らない。行政の力を発揮して充実してもらいたい。 

事務局：介護予防として今年から筋トレを始めたり、市内の福祉施設にお願いしてプログラムを

実施したりしている。民間の関係では、上越市は地域包括自体を民間委託しているが、妙高市

は直営でやっている。市が責任をもってやるという証だというふうな判断をしているが、施設

ケアということになると、昔は施設ごとに系列の話が出ていたようであるが、今はそのような

認識が薄くなってきており、公平な立場で競争しているという理解をしている。 

委 員：事業所に聞くとまだまだ悪しき慣習は残っているようである。介護事業者の会議の中で

そういった話題はいつもでるが、総論賛成各論反対ということになってしまっている。上手く

いっている部分も当然あると思うが、市民にしわ寄せがきている部分があるので、地域包括ケ

アを行政がやるということであれば、がんばってもらいたい。 

事務局：介護人材の綱引きの話は良く聞く。職員のやりくりが大変であっちに行ったりこっちに

行ったりしている。市としては市が責任を持って地域包括ケアを運営する中で、安心安全を与

えられるような運営を行っていかなければいけないと考えているので、生活しやすい社会を構

築していきたい。 

委 員：計画の施策順の話があるが、市民意識調査の中で、重要度が高いのに満足度が低いとい

う部分が、一番大事だけれどもなかなか行き詰っていて皆さんの意見がほしいというところだ

と思う。そういうものを前にしても良いと思う。福利厚生だとか医療だとかの話があったが、

経済的な部分が上手くいっていればそういったところの充実も図れると思うので、そういう意

味では農業や観光が前に来るのも悪くないのかなと個人的には思っている。重要度が高いけど

満足度が低いところを重点的に今後やっていけばおもしろいと思う。 

（生活・行政部会所管の施策について） 

委 員：妙高高原駅は老朽化している上、エレベーター、エスカレーターがない。観光客が大き

い荷物を持っている中で、非常に不便である。平成２８年度に中止となったとの記載で終わっ

ているが、市とトキ鉄は今後改修する気は全くないのか。観光地の入り口として観光事業者間

では大問題となっている部分である。 

  また、外国人はＪＲパスを持って移動しているが、トキ鉄としなの鉄道では使用できないこ

とで非常に不便だという声が非常に多い。民間ではどうにもならないので、地域の声を国・県・

ＪＲに上げてもらいたい。市長もいろいろなところで話していると思うが、改善につなげても

らいたい。 

事務局：駅舎改修は過去に協議したが、トキ鉄との間で調整が上手くいかなかったというのが実

態であり、トキ鉄から市への要求額が増え、対応できなかったというのが原因である。今後一

切やらないのかということではなく、駅はトキ鉄の所有物であるので、トキ鉄が改修を計画し、



 

そこに市の支援が出てくれば対応したいという気持ちはあるが、トキ鉄は駅舎の改修には目が

向いていない。トキ鉄では他の鉄道施設の大規模改修もあり、今後の中長期的な老朽化対策が

見えてこないと市では動けない。計画が出てくるのを待っているという状況である。 

委 員：できるできないの問題もあると思うが、待っているではなく、市から煽らないといけな

いのではないか。 

事務局：市、県としてもトキ鉄に対して再三伝えている。ＪＲパスについては上越妙高から新井

までは区間に入っているが、長野から妙高高原間は入っていない。トキ鉄も新井から妙高高原

間は入っていないということで、市としても要望してきているが、あくまで鉄道会社の判断と

いうことで、トキ鉄、しな鉄ともに今の状況だとメリットがないという話もあったりしている。

国は外国人のインバウンド客の増加もあり、話を出そうという機運があるようなので、引き続

きトキ鉄としな鉄がＪＲパスにはいってもらうよう働きかけていきたい。 

委 員：新井まではオーケーで、妙高高原までは駄目な理由が分からない。 

事務局：優等列車の位置づけが影響している。妙高高原までの特急しらゆきの乗り入れ延伸を要

望しているが、ＪＲからはなかなか厳しい回答しかないのが現実である。今後も働きかけを続

けていきたい。 

 (4) その他 

  事務局より、次回の会議について連絡。 

６ 会議資料の名称 

 ・平成３０年度 第２回妙高市総合計画審議会次第 

 ・資 料 １：妙高版総合戦略の評価 

 ・資 料 ２：妙高市の人口動態 

 ・資 料 ３：第２次総合計画の評価 

 

 

上記に相違ないことを確認する。 

平成３０年１０月３０日 

妙高市総合計画審議会      

会 長  吉田 昌幸     

 



平成３０年度 第２回妙高市総合計画審議会次第 

 

 日 時： 平成３０年１０月１８日（木） １４時～１６時 

               場 所： 妙高市役所 ３階 ３０３会議室   

 

 

１．開  会 

 

２．会長あいさつ 

 

３．報告事項 

（１）妙高版総合戦略の評価について【資料１】 

（２）妙高市の人口動態について【資料２】 

 

４．審  議 

（１）第２次総合計画の評価について【資料３】 

 

５．そ の 他 

 

６．閉  会 



 



資料１ 

妙高版総合戦略の評価について 

 

１．評価について 

妙高版総合戦略の施策の基本的方向に位置付けられた１８施策について、妙高市総合戦略評価

委員会により評価・検証を実施したもの。評価委員会は例年６月に開催している。 

評価及び意見は、関係課に対し、「評価結果」として通知し、今年度事業や次年度以降の事業計

画・予算に反映するよう要請している。評価結果は、市ホームページに掲載（公表）している。 

 

２．評価方法 

・妙高版総合戦略に記載の施策について、事業の成果・課題や施策の目標と実績、達成状況を踏ま

えて、評価したもの。 

・年度ごとの事業内容で評価し、成果のあがらなかったことや課題は、その要因を分析し、施策（改善

策）として次年度事業及び次期計画につなげていくこととする。 



 



126.9%

【基本目標１】妙高市における安定した雇用を創出します 158.7%

連
番

ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位
H29達成率

(H29経過目標値に
対する達成率)

1
基本目
標の
KPI

企業振興奨励条例に
基づく支援を行った企
業の雇用創出数（基
本目標）

観光商
工課

企業振興奨励条例に
基づく支援を行った
企業の雇用創出数

26 0 人 45 人 75 人 年間1.5人/社×10社×5年を目標値とした。 100 人 222.2%

2
基本目
標の
KPI

新卒者（就職を希望し
た生徒）の地元就職
率（基本目標）

観光商
工課

就職した高校生のう
ち妙高市、上越市の
事業所に就職した割
合

25 78.6 % 82.6 % 84.6 % 年間1％×6年を目標値とした。 78.6 % 95.2%

【基本目標２】妙高市への新しい人の流れをつくります 206.8%

連
番

ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位
H29達成率

(H29経過目標値に
対する達成率)

1
基本目
標の
KPI

住宅取得支援事業に
よる転入世帯数（基本
目標）

建設課
住宅取得支援事業に
よる転入世帯数 26 7 世帯 9 世帯 10 世帯

平成27年度の実績に基づき、世帯数につい
ては、現況値の1.5倍の世帯数を見込んだ。 29 世帯 322.2%

2
基本目
標の
KPI

年間観光入込客数
（基本目標）

観光商
工課

県観光動態調査に基
づいた、市全体の観
光入込客数

26 573 万人 625 万人 660 万人 現況値×115%を目標値とした。 571 万人 91.4%

【基本目標３】若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえます 70.0%

連
番

ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位
H29達成率

(H29経過目標値に
対する達成率)

1
基本目
標の
KPI

出会い事業による成
婚数（基本目標）

総務課
出会い事業による成
婚数 26 3 組 4 組 5 組

結婚適齢期の人口減少が進むマイナス要素はあ
るが、都市圏の未婚者との出会いの機会創出等
の結婚支援を拡大し、現況値の約50％増を目標と
する。

2 組 50.0%

2
基本目
標の
KPI

子どもの年間出生数
（基本目標）

企画政
策課

子どもの年間出生数 26 218 人/年 219 人/年 220 人/年

人口ビジョンにおける将来人口推計におい
て、出生率が向上した場合のシミュレーショ
ンに基づく目標値

197 人/年 90.0%

■平成29年度　妙高版総合戦略達成状況 （平成29年度実績）  ※基本目標 H29達成率の平均値

基本目標１の平均値

基本目標２の平均値

基本目標３の平均値



【基本目標４】時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携します 72.1%

連
番

ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位
H29達成率

(H29経過目標値に
対する達成率)

1
基本目
標の
KPI

地域活動や地域の産
業の活性化に取り組
む地域のこし協力隊
の配置人数（基本目
標）

総務課

地域活動や地域の産
業の活性化に取り組
む地域のこし協力隊
の配置人数

26 4 人 6 人 8 人
地域の課題解決に向けて、地域支援の内容
を特定した地域のこし協力隊を配置し、現況
人数の倍増を目標とする。

3 人 50.0%

2
基本目
標の
KPI

新たな共助活動の取
り組みを始めた地区
数（基本目標）

総務課

お助け隊などの日常
生活支援の仕組みづ
くりが行われた地区
数

26 12 地区 17 地区 20 地区
市内町内会の総数（193）の約10％を目標と
する。 16 地区 94.1%

基本目標４の平均値



131.4%

【基本目標１】妙高市における安定した雇用を創出します 153.1%

連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

1
主な施
策のＫ
ＰＩ

企業の雇用創出数
観光商
工課

企業振興奨励条例に
基づく支援を行った
企業の雇用創出数

26 0 人 45 人 75 人 年間1.5人/社×10社×5年を目標値とした。 100 人 222.2%

2
主な施
策のＫ
ＰＩ

事業所数（従業員４人
以上の製造業）

観光商
工課

工業統計調査による
事業所数 25 59 事業所 63 事業所 65 事業所 年間1事業所×6年を目標値とした。 55 事業所 87.3%

3
主な施
策のＫ
ＰＩ

製造品出荷額等総額
（従業員４人以上の事
業所）

観光商
工課

工業統計調査による
製造品出荷額等の総
額

26 1,043 億円 1257.2 億円 1,400 億円
リーマンショック落ち込み直後（H21）レベル
に戻すことを目標値とした。 920 億円 73.2%

4
②新規創業に対する支援と
新たなビジネスモデルの創
出

主な施
策のＫ
ＰＩ

新規創業者数
観光商
工課

創業支援事業計画に
基づき把握する新規
創業所数

26 0 事業所 3 事業所 5 事業所 年間1事業所×5年を目標値とした。 21 事業所 700.0%

5
主な施
策のＫ
ＰＩ

有効求人倍率
観光商
工課

ハローワーク上越管
内での年間平均倍率 26 1.00 倍 1.00 倍 1.00 倍

H25に1.00倍に回復したため、その倍率を維
持。 1.36 倍 136.0%

6
主な施
策のＫ
ＰＩ

地元就職率
観光商
工課

就職した高校生のう
ち妙高市、上越市の
事業所に就職した割
合

25 78.6 % 82.6 % 84.6 % 年間1％×6年を目標値とした。 78.6 % 95.2%

7
②安心して働ける就労環境
の充実

主な施
策のＫ
ＰＩ

ハッピーパートナー企
業登録事業者数

生涯学
習課

新潟県ハッピーパー
トナー企業登録制度
への市内事業所の登
録数

26 11 事業所 14 事業所 16 事業所 年間1事業所×5年を目標値とした。 13 事業所 92.9%

8
①国立公園を活かした観光
振興

主な施
策のＫ
ＰＩ

観光入込客数
観光商
工課

県観光動態調査に基
づいた、市全体の観
光入込客数

26 573 万人 625.2 万人 660 万人 現況値×115%を目標値とした。 571 万人 91.3%

9
②地域資源を活かした雇用
の創出

主な施
策のＫ
ＰＩ

ボランティアガイド等
の人数

環境生
活課

自然観光や歴史・文
化などのボランティア
ガイド等の人数

26 28 人 73 人 100 人
現況値＋各年15人の増×5年を目標値とし
た。 158 人 216.4%

10
③道の駅あらいの機能強化
による雇用の拡大

主な施
策のＫ
ＰＩ

道の駅あらいの入込
客数

観光商
工課

道の駅あらい利用状
況実態調査 24 288 万人 325.2 万人 350 万人

過去最高の年間入込人数は311万人であ
り、重点道の駅に係る整備により前回調査
288万人×1.2倍を目標値とした。

293.7 万人 90.3%

11
主な施
策のＫ
ＰＩ

農業所得 農林課
課税者のうち、農業
所得が過半の農業者
1人当たりの所得額

26 131 万円 232.4 万円 300 万円

農業経営基盤強化法に基づく妙高市基本構
想における個別経営体の主たる従事者1人
当たり所得目標より設定

143.0 万円 61.5%

12
主な施
策のＫ
ＰＩ

重点品目の販売数量 農林課
農業協同組合におけ
る取扱実績 26 87 t 94.8 t 100 t

えちご上越農業協同組合における妙高地域
の重点10品目の販売数量により設定 69.2 t 73.0%

13
②多様な担い手の確保と育
成

主な施
策のＫ
ＰＩ

担い手への農地集積
率

農林課
市内水田面積合計の
うち担い手が耕作し
ている面積の割合

26 46.2 % 48.4 % 50.0 %
水田台帳面積の合計のうち、認定農業者及
び人・農地プランにおける中心経営体の耕
作面積(畑含む）の合計の割合により設定

45.6 % 94.2%

14
③六次産業化とブランド化の
推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

市内農産物直売所の
年間売上額

農林課

妙高山麓直売セン
ターとまと、四季彩館
ひだなんの年間売上
額の合計

26 362,466 千円 390,000 千円 400,000 千円

妙高山麓直売センターとまとは年間2億円を
維持し、四季彩館ひだなんは年間2億円を
目標とする。

426,887 千円 109.5%

■平成29年度　妙高版総合戦略達成状況 （平成29年度実績）　※主要施策 H29達成率の平均値

基本目標１の平均値

１「産業振興による活力ある
まちの創造」

２「若者が安心して働ける就
労環境の充実」

３「地域資源を活かした観光
産業の振興」

４「次世代型の農林業の振
興」

①企業誘致の促進と市内企
業の活性化による雇用の創
出

①若者等への就労支援とU・
Iターンの促進

①農業経営の安定化・付加
価値の創造



【基本目標２】妙高市への新しい人の流れをつくります 155.5%

連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

1
①住宅政策の充実による定
住促進

主な施
策のＫ
ＰＩ

定住世帯人員数 建設課
住宅取得支援事業に
よる転入世帯人員数 26 18 人 31 人 35 人

平成27年度の実績に基づき、世帯員につい
ては、子育て世帯の増加を見込み約1.8倍と
した。

73 人 235.5%

2 ②空き家等の活用促進
主な施
策のＫ
ＰＩ

空き家成約件数 建設課
空き家情報登録制度
の成約物件数 26 4 件 8 件 10 件

過去5年の平均（2.4件）×5年≒10件を目標
値とした。
（H27～31年の累計）

59 件 737.5%

3
③コンシェルジュの配置等に
よる移住・定住相談体制の
強化

主な施
策のＫ
ＰＩ

移住定住者数 建設課
窓口を通じて移住定
住した人数 26 9 人 19 人 25 人

過去5年の平均（4.8人）×5年≒25人を目標
値とした。
（H27～31年の累計）

141 人 742.1%

4
④都市住民等の移住促進を
図る施設整備の検討

主な施
策のＫ
ＰＩ

施設整備等による移
住者数

企画政
策課

施設整備（CCRC等）
によって移住定住し
た人数

26 0 人 12 人 20 人 先行事例の実績等を踏まえて設定。 0 人 0.0%

5
①四季を通じた外国人観光
客（インバウンド）の誘客

主な施
策のＫ
ＰＩ

外国人観光入込客数
観光商
工課

外国人の年間観光入
込客数（延べ宿泊者
数）

26 25,694 人 48,000 人 57,000 人 現況値×115%を目標値とした。 55,658 人 116.0%

6
②「クールジャパン妙高」に
よる交流人口の拡大

主な施
策のＫ
ＰＩ

外国人観光入込客数
観光商
工課

外国人の年間観光入
込客数（延べ宿泊者
数）

26 25,694 人 48,000 人 57,000 人 現況値×115%を目標値とした。 55,658 人 116.0%

7
主な施
策のＫ
ＰＩ

観光地としての満足
度

観光商
工課

県観光地満足度調査
における総合的な満
足度の割合

24 85.0 % 87.4 % 89.0 % 現況値×105%を目標値とした。 87.4 % 100.0%

8
主な施
策のＫ
ＰＩ

妙高高原ビジターセ
ンター入館者数

観光商
工課

妙高高原ビジターセ
ンターの年間延べ入
館者数

26 103,227 人 113,000 人 120,000 人
北陸新幹線の開業や、新国立公園の誕生
効果を見込み、99,980人(H25入館者数)×
120%≒120,000人を目標値とした。

82,455 人 73.0%

9
主な施
策のＫ
ＰＩ

国立公園妙高利用者
数

環境生
活課

自然公園等利用者数
報告書による妙高市
域の利用者数

26 171.0 万人 181.2 万人 188.0 万人
観光入込客数に合わせ目標年までに10％
増を目指す。 155.0 万人 85.5%

10
主な施
策のＫ
ＰＩ

エコツアー参加者数
環境生
活課

年間延べ参加者数 26 938 人 1,100 人 1,200 人
エコツアー推進組織の設置や新規エコツ
アー企画の実施により30％増を目指す。 1,183 人 107.5%

11
②「ライチョウ」など貴重な野
生動植物の保護対策の推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

ライチョウの個体数
環境生
活課

火打山周辺に生息す
るライチョウの個体数 26 17 羽 17 羽 17 羽

個体数が年々減少傾向を示す中（H24：31
羽、H25：25羽、H26：17羽）にあって、保護対
策により現状維持を目指す。

19 羽 111.8%

12
③新たな協働・連携による保
全・活用体制の構築

主な施
策のＫ
ＰＩ

国立公園妙高利用者
数

環境生
活課

自然公園等利用者数
報告書による妙高市
域の利用者数

26 171.0 万人 181.2 万人 188.0 万人
観光入込客数に合わせ目標年までに10％
増を目指す。 155.0 万人 85.5%

13
④国立公園妙高を活かした
多様な人材の活用

主な施
策のＫ
ＰＩ

国立公園妙高利用者
数

環境生
活課

自然公園等利用者数
報告書による妙高市
域の利用者数

26 171.0 万人 181.2 万人 188.0 万人
観光入込客数に合わせ目標年までに10％
増を目指す。 155.0 万人 85.5%

基本目標２の平均値

１「『住み良いまち』妙高暮ら
しの推進」

２「国際観光都市『MYOKO』
観光誘客の推進」

３「国立公園妙高の豊かな自
然環境の保全と活用」

③滞在型観光を推進する観
光拠点施設の整備と新たな
魅力づくり

①国立公園妙高の魅力向上



連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

14
主な施
策のＫ
ＰＩ

健康保養地プログラ
ムの市民参加者数

健康保
険課

延べ参加者数 26 907 人 1,100 人 1,200 人

妙高高原体育館の完成に伴い、通年で温泉プー
ルを利用したプログラムが可能になるため(現状2
期→3期に)、1定員20人×2教室(健保、生涯)×10
回開催×3期=1,200人

926 人 84.2%

15
主な施
策のＫ
ＰＩ

健康保養地プログラ
ムの指導者数

健康保
険課

市民や観光客向けに
健康保養地プログラ
ムを指導できる人材
の人数

26 0 人 4 人 5 人
現在中心となる4人の指導者候補を育成し
ているが、このほかに今後更に1人程度、計
5人程度を育成し、指導体制の充実を図る。

4 人 100.0%

16
②誰もが健康になれる「総合
健康都市」の推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

運動習慣定着率
健康保
険課

1回30分・週２日以上
の運動を1年以上実
施している人の割合

26 46.5 % 51.1 % 54.3 %
第2次すこやかライフプラン21のH34年度の
65歳以上の男性の最終目標値を58％として
おり、毎年約1.5ポイントの増加を図る。

44.3 % 86.7%

17
①体験型「都市と農村交流」
の拡大

主な施
策のＫ
ＰＩ

農村地域における交
流人口

農林課

ハートランド妙高・地域活性
化施設・直売所利用者数・
教育体験旅行者数・クライ
ンガルテン妙高の年間延べ
利用者数

26 391,514 人 438,000 人 449500 人 各施設における利用者目標の合計 431,525 人 98.5%

18
②交流から移住・定住への
推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

クラインガルテン妙高
利用者の移住・定住
組数

農林課
クラインガルテン妙高
利用者の移住・定住
組数

26 6 組 10 組 12 組 毎年1組程度の増加を図る。 8 組 80.0%

19
①芸術・文化を切り口とした
交流の促進

主な施
策のＫ
ＰＩ

滞在型芸術文化事業
の参加者数

生涯学
習課

妙高夏の芸術学校等
の参加者数 26 96 人 128 人 150 人

北陸新幹線の開業や佐渡金銀山世界遺産登録
登録に向けた取り組みによる北国街道を中心とし
た歴史文化に対する関心の高まりにより、現況値
から毎年約10%増を目標とする。

80 人 62.5%

20 ②歴史資産の保護と活用
主な施
策のＫ
ＰＩ

歴史関連施設への来
場者数

生涯学
習課

斐太歴史の里と道の
歴史館の来場者数 26 29,899 人 31,500 人 33,000 人

北陸新幹線の開業や佐渡金銀山世界遺産登録
登録に向けた取り組みによる北国街道を中心とし
た歴史文化に対する関心の高まりにより、現況値
から約10%増を目標とした。

23,422 人 74.4%

21
③「合宿の郷 妙高」のブラン
ド化による交流人口の拡大

主な施
策のＫ
ＰＩ

公共施設の合宿利用
者数

生涯学
習課

年間延べ合宿利用者
数 26 41,196 人 43,478 人 45,000 人

文化系合宿受入れ施設の利活用促進、妙高高原
体育館建設による温泉トレーニングプールの新た
な合宿利用を見込むとともに、少子化による学生
合宿の1団体当たりの減少を考慮し、約3,000人増
を目標とした。

35,839 人 82.4%

【基本目標３】若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえます 109.1%

連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

1
①婚活応援プロジェクトの推
進

主な施
策のＫ
ＰＩ

成婚数 総務課
出会い事業による成
婚数 26 3 組 4 組 5 組

結婚適齢期の人口減少が進むマイナス要素はあ
るが、都市圏の未婚者との出会いの機会創出等
の結婚支援を拡大し、現況値の約50％増を目標と
する。

2 組 50.0%

2
②妊娠・出産・子育て世代へ
の包括的な支援

主な施
策のＫ
ＰＩ

健診にて育児不安が
軽減した人の割合

健康保
険課

健診満足度アンケー
トにおける健診にて
育児不安が軽減した
人の割合

26 98.5 % 98.8 % 99.0 %
4か月健診時の集団学習の充実等を図り、
より満足度の高い健診を展開していくことか
ら99.0％とした。

99.0 % 100.2%

3
主な施
策のＫ
ＰＩ

子育て情報等の登録
者数

こども教
育課

スマートフォンアプリ
「えむぷら」の登録者
数

26 0 人 420 人 700 人
0歳～6歳の子を持つ世帯数約1,100世帯の
約6割の登録者を見込む。 767 人 182.6%

4
主な施
策のＫ
ＰＩ

子育て広場利用者の
評価

こども教
育課

利用者アンケート調
査による子育て広場
に満足している人の
割合

26 90.0 % 93 % 95.0 %
更なる内容の充実を図り95％の評価を目標
とする。 94.0 % 101.1%

5
主な施
策のＫ
ＰＩ

ファミリーサポートセ
ンター会員数

こども教
育課

まかせて会員（支援
を行う会員）の登録
者数

26 102 人 113 人 120 人
子育て支援を行う会員の確保に努め、現況
値の約20％増を目標とする。 116 人 102.7%

6
④親育ての強化によるよりよ
い子育ての推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

子育て読本配布世帯
の意識変容

こども教
育課

子育て読本配布世帯への
アンケート調査結果（今後、
読本の内容を実践してみた
いと回答する人の割合）

26 70.0 % 70.0 % 70.0 %
子育て読本の内容を実践することを目標と
し、現行水準を維持しつつ、今後も引き続き
啓発活動を行う。

70.0 % 100.0%

基本目標３の平均値

４「『総合健康都市妙高』の
推進」

６「芸術・文化・歴史交流とス
ポーツ等合宿の推進」

５「体験型『都市と農村交流』
の推進」

①妙高型クアオルトの推進

③子育て支援体制の充実

１「出会い・結婚・子育てサ
ポートの推進」



連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

7 ①保育環境の整備・充実
主な施
策のＫ
ＰＩ

保護者の園評価
こども教
育課

保護者アンケートで
園運営に満足してい
ると回答した割合

26 90.0 % 93 % 95.0 %

年に1度実施する保護者アンケートにおい
て、園運営全般について「満足」「おおむね
満足」と回答する保護者の割合95％を目指
す。

96.9 % 104.2%

8 ②特色ある園活動の推進
主な施
策のＫ
ＰＩ

認定こども園、保育園
の子育て支援事業の
利用者数

こども教
育課

認定こども園、保育
園の子育て支援事業
の年間延べ利用者数

26 2,500 人 2,800 人 3,000 人 1日20人×150日（週3回）を目標値とした。 3,454 人 123.4%

9
③就学機会を保障する経済
的支援

主な施
策のＫ
ＰＩ

返還時市内在住者数
こども教
育課

奨学金返還時の市内
在住者数 26 31 人 42 人 50 人

大学等の卒業後に、市内に戻ってきて就職
する定住者数を現況値から約50％増とす
る。

41 人 97.6%

10
④「発見と創造」学びの施設
整備

主な施
策のＫ
ＰＩ

青少年学習施設利用
者数

生涯学
習課

青少年学習施設利用
者数 26 32,600 人 33,500 人 34,100 人

施設のリニューアルを踏まえ、現況値から毎
年約1％の増加とした。 56,130 人 167.6%

11
①特色ある教育と専門性の
高い教育の推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

フレンドスクール参加
児童のリーダーシップ
が向上した割合

こども教
育課

リーダーシップアン
ケートにおける事前
事後のポイント向上
数

26 10.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 11.4 ﾎﾟｲﾝﾄ 12 ﾎﾟｲﾝﾄ 現況値の約10%の増を目標とする。 8.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 76.3%

12
②地域とともに進める学校づ
くりの推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

コミュニティ・スクール
の設置数

こども教
育課

地域と連携した学校
運営に取り組む学校
数

26 0 校 10 校 11 校
市内小学校8校・中学校3校すべてに設置す
る。 10 校 100.0%

13
③勤労観・職業観を育てる
教育の推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

セミナー参加生徒の
意識

こども教
育課

教員アンケートにお
ける「効果があった」
の割合

26 0.0 % 60 % 100.0 %

H27年度からの新規事業であるキャリア教育
フォーラムに参加した生徒の職業観等の意識を育
てることについて、実施後の教員アンケートで効果
があった割合100%を目指す。

100.0 % 166.7%

14
①男女共同参画意識啓発の
強化

主な施
策のＫ
ＰＩ

「社会通念・習慣しき
たりの中で男女平等
である」と感じている
市民の割合

企画政
策課

まちづくり市民意識
調査の結果 25 19.2 % 22.0 % 24 %

現況値に対し、毎年1％程度の増を目標値と
した。 17.8 % 80.9%

15
②方針決定の場への女性参
画の拡大

主な施
策のＫ
ＰＩ

審議会等委員への女
性の登用率

企画政
策課

市政への女性の参画
状況 26 33.8 % 34.6 % 35 %

現況値に対し、毎年1％程度の増を目標値と
した。 32.3 % 93.4%

16
③ワーク・ライフ・バランスの
推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

ワーク・ライフ・バラン
スの認知度

生涯学
習課

まちづくり市民意識
調査の結果 25 16.1 % 22 % 22.0 %

認知度を全体の半数程度とすることを目標
値とした。 21.8 % 99.1%

【基本目標４】時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携します 107.9%

連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

1
①未来を創る若者会議等の
開催

主な施
策のＫ
ＰＩ

若者会議の開催回数
企画政
策課

若者会議の年間開催
回数 26 0 回 2 回 2 回

年間で想定する若者会議の開催回数（1回：
グループ検討、2回：意見発表） 6 回 300.0%

2
②大学生等の若い力を活用
した地域活性化の推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

大学等と連携した取
組数

企画政
策課

市の事業と連携した
取組数 26 13 事業 21 事業 26 事業 現況値の2倍を目標とする。 16 事業 76.2%

3
③高等教育・専門学校など
の誘致

主な施
策のＫ
ＰＩ

学校誘致数
企画政
策課

高等教育・専門学校
の誘致数 26 0 校 1 校 1 校 目標年次までに1校の誘致を目指す。 0 校 0.0%

4
④自主的な市民活動の拡大
と学びの成果を活かした地
域力の向上

主な施
策のＫ
ＰＩ

市民活動支援セン
ター利用件数

生涯学
習課

年間延べ利用件数 26 1,361 件 1,444 件 1,500 件 現況値の約10％増を目指す。 1,305 件 90.4%

基本目標４の平均値

２「『妙高子育て』環境の充
実」

３「特色ある『妙高教育』の推
進」

４「男女共同参画の推進」

１「志を未来に活かす人づく
り」



連
番

基本的方向名 主な施策名
ＫＰＩの
種別

項目 関係課 指標の説明
基準
年度

（H○年度）

【基準値】→
単位

経過目標値→
H29

単位
⇒目標値

H31
単位

目標値（H31）の根拠
※計算式、施設名など

実績値→
（H29）

単位

H29達成率
(H29経過目標値に

対する達成率)

5
①高齢化率が著しく高い地
域等への活動支援

主な施
策のＫ
ＰＩ

地域のこし協力隊の
配置人数

総務課

地域活動や地域の産
業の活性化に取り組
む地域のこし協力隊
の配置人数

26 4 人 6 人 8 人
地域の課題解決に向けて、地域支援の内容
を特定した地域のこし協力隊を配置し、現況
人数の倍増を目標とする。

3 人 50.0%

6 ②地域のこしの拠点づくり
主な施
策のＫ
ＰＩ

新たな共助活動の取
り組みを始めた地区
数

総務課

お助け隊などの日常
生活支援の仕組みづ
くりが行われた地区
数

26 12 地区 17 地区 20 地区
市内町内会の総数（193）の約10％を目標と
する。 16 地区 94.1%

7
主な施
策のＫ
ＰＩ

要介護認定率
福祉介
護課

被保険者に対する要
介護認定者の割合 26 21.0 % 21.0 % 21.0 %

現況値の水準以下を目指す。
（要介護認定者数／高齢者数） 20.7 % 101.4%

8
主な施
策のＫ
ＰＩ

認知症高齢者グルー
プホームの施設数

福祉介
護課

認知症高齢者の住ま
いを提供する施設の
数

26 7 施設 8 施設 8 施設

認知症高齢者グループホームの整備数（第
6期介護保険事業計画に基づく施設整備を
見込む）

8 施設 100.0%

9 ①雪に強いまちづくりの推進
主な施
策のＫ
ＰＩ

道路除雪満足度 建設課
除雪支部長によるア
ンケート調査の結果 26 78.7 % 79.4 % 80.0 %

降積雪状況により大きく左右されることか
ら、除雪支部長アンケートによる満足度（良
好・ほぼ良好）を80％に設定。

71.6 % 90.2%

10
主な施
策のＫ
ＰＩ

新井スマートICの利
用可能時間

建設課
広域的緊急輸送道路
としての機能強化を
示す指標

26 16 時間 24 時間 24 時間 事業目標を目標値に設定した。 24 時間 100.0%

11
主な施
策のＫ
ＰＩ

上信越自動車道の走
行時間短縮

建設課
信濃町IC～上越JCT
間の所要時間 26 32 分

(約)
32 分

(約)
25 分

(約)

現行、規制速度70～80ｋｍを設計速度80ｋ
ｍ～100ｋｍで計算したもの。 32 分

(約) 100.0%

12
主な施
策のＫ
ＰＩ

妙高はねうまラインの
利用者数

企画政
策課

市内有人駅（新井・関
山・妙高高原）におけ
る1日あたりの利用者
数

26 1,748 人 1671 人 1,620 人
現況値の93％（開業5年後88％+5％鉄道と
まちの共生ビジョン推計）を目標値とした。 1,397 人 83.6%

13
主な施
策のＫ
ＰＩ

トキてつサポーターズ
クラブの会員数

企画政
策課

市内のトキてつサ
ポーターズクラブの
会員登録者数

26 0 人 222 人 370 人
沿線3市の全体目標3,000人に占める妙高
市民の割合を目標値とした。 234 人 105.4%

14
主な施
策のＫ
ＰＩ

市営バス・コミュニティ
バス利用者数

環境生
活課

年間延べ利用者数 26 40,536 人 43,500 人 43,500 人
交通弱者の増加と市営バス・コミュニティバ
スの路線数の増加による利用者増を見込ん
だもの。

96,181 人 221.1%

15
主な施
策のＫ
ＰＩ

コミュニティバス運行
路線数

環境生
活課

コミュニティバスの運
行する路線数 26 4 路線 7 路線 7 路線

現在、樽本線・大谷桶海線・妙高病院線・長
沢線の4路線で運行しているが、今後は新
井南部地域等で新たな路線の運行を見込
んだもの。

4 路線 57.1%

16
①生活圏の変化に対応した
広域連携の推進

主な施
策のＫ
ＰＩ

共同プロモーション実
施数

観光商
工課

上越地域の自治体や
関係機関との連携に
よるプロモーション実
施数

26 6 回 8 回 10 回 現況値×150%を目標値とした。 10 回 125.0%

17
②広域観光連携による滞在
型の観光地づくり

主な施
策のＫ
ＰＩ

連携イベント等参加
者数

観光商
工課

妙高戸隠連山国立公
園構成市町村との連
携イベント参加者数

26 600 人 960 人 1,200 人 現況値の2倍を目標値とした。 1,266 人 131.9%

18
③交流都市・姉妹都市との
連携・交流

主な施
策のＫ
ＰＩ

外国人観光入込客数
観光商
工課

外国人の年間観光入
込客数（延べ宿泊者
数）

26 25,694 人 48,000 人 57,000 人 現況値×115%を目標値とした。 55,658 人 116.0%

③介護予防と地域包括ケア
システムの構築

２「心豊かで安心な地域コ
ミュニティの推進」

②幹線道路網の機能強化と
整備の促進

③駅周辺の活性化と鉄道の
利用促進

④生活交通ネットワークの強
化と情報提供の充実

３「未来を支える地域基盤の
整備」

４「広域連携の推進」



 



●妙高市総合戦略評価委員会の評価・意見一覧表

1 2

産業振興による活力あるまちの創造 若者が安心して働ける就労環境の充実

観光商工課 観光商工課

成果の
評価

有効 有効

継続性
評価

継続 継続

委員会
意見

●産業振興の充実は、人口減少対策面にお
いても、雇用・生活・子育て環境の基盤となる
ものであり、地方創生の要となることから、就
労支援をはじめ、より具体的な産業振興策を
推進し、地場産業の活性化を促しつつ、今後
も引き続き企業誘致に取り組むべきである。

●住みよさランキングが3年連続県内1位であ
る強みを活かし、今後もさらに「住みよさ」の充
実とPR強化を図りながら、先進事例の調査・
研究等を継続的に行い、若者の定住、人口減
少対策につながる施策を推進すべきである。

成果の
評価

有効 有効

継続性
評価

継続 継続

委員会
意見

●雇用の創出については、すぐに成果が出る
ものではないが、人口減少対策や人材供給な
どの面からも重要な取組みであることから、
ロッテアライリゾートの開業などの追い風を捉
えながら、今後も引き続き、就労支援や地場
産業活性化を図るとともに、他の機関との連
携を図りながら、企業誘致などに積極的に取り
組むべきである。

●高校生や国際自然環境アウトドア専門学校
の学生など、妙高に愛着を持っている若者の
地元就労の取組みを積極的に進め、引き続
き、若者が安心して働ける就労環境の充実に
取り組むべきである。
●公共事業などによる地場産業の振興や、企
業誘致などを進め、市内における安定的な雇
用の場を確保すべきである。
●経済困窮者への就職支援や、働く女性に対
する就労環境の整備などに努めるべきであ
る。

成果の
評価

有効 有効

継続性
評価

継続 継続

委員会
意見

●企業の雇用創出数の大幅増はロッテアライ
リゾートの進出によるところが大きい。
●産官学金の関係者との連携を図りながら、
継続して産業振興・雇用創出に取り組むべき
である。
●地場企業が利用しやすい支援制度を拡充
すべきである。

●若者が住みたいまちづくりとあわせ、若者が
希望する求人を増やし、雇用のミスマッチを減
らす取り組みなど、地元就職率を高める施策
を積極的に進めるべきである。
●被保護者就労支援によって経済的自立を果
たしたことは評価でき、継続して支援をするべ
きである。
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H
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成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

施策番号

H
2
9
評
価

H
2
8
評
価

H
2
7
評
価

施策名

主な所管課

3 4

地域資源を活かした観光産業の振興 次世代型の農林業の振興

観光商工課 農林課

有効 有効

拡大 継続

●妙高における「観光」は、国内外に当市の魅
力を発揮できる非常に重要な分野であり、国
立公園の誕生や好調なインバウンド実績、ホ
テルロッテの進出等を踏まえ、地方創生の交
付金を有効活用しながら、さらなる事業拡大を
図るべきである。
●妙高版DMO（妙高観光推進協議会）を核と
し、ビッグデータを活用し、観光客の志向の分
析を進めるとともに、ボランティアガイドの育
成・増加を図り、既存の自然資源の強みを活
かした受入体制の強化を進めつつ、観光誘客
による経済効果の恩恵を最大化する施策を積
極的に展開すべきである。

●妙高市の農業は、既存の「水稲」生産を基
本としながらも、冬期間の雪によるハンデ
キャップを克服しながら、新たな品目の選定と
作付、それを支える施策を推進し、真に「次世
代型の農業」と言えるような事業展開が必要
である。
●宿泊・飲食事業者等のニーズを把握し、自
家消費できない地場野菜の有効活用・販路拡
大を進めるとともに、直売所や農家民泊等で
の農家と消費者との直接的なつながりや観光
との連携を強化し、農家所得の向上や生きが
いづくりの取り組みを強化すべきである。

有効 有効

拡大 継続

●妙高における「観光」は、国内外に当市の魅
力を発揮できる重要な分野であるが、観光入
込客数などの減少傾向となっている分析と対
策を講じるとともに、インバウンド観光客等の
志向を見極め、さらなる事業拡大を図るべきで
ある。
●妙高観光推進協議会（DMO）の体制を見直
し、強化していくとともに観光客をもてなすガイ
ド等の育成を図り、自然資源の強みを活かし
た観光地の基盤強化と、観光誘客による経済
効果の恩恵を最大化する施策を積極的に展
開すべきである。

●農産物直売所や関係機関などと連携し、安
定的で付加価値の高い農産物の供給体制を
構築するとともに、健康ニーズなど、消費者が
求める新たな品目の選定と作付、それを支え
る施策を推進し、真に「次世代型の農業」と言
えるような事業展開が必要である。

有効 有効

拡大 継続

●妙高市の人口減少対策には観光産業を発
展させることが不可欠であることから、これま
での施策の効果を十分に検証し、事業の拡
大・発展を図るべきである。
●妙高ツーリズムマネジメント（ＤＭＯ）を中心
に、妙高の観光資源を最大限に活かした大胆
で挑戦的な施策展開を期待するとともに、ＤＭ
Ｏの組織基盤の強化にも注力すべきである。

●若者が将来展望を持って経営できる農業を
展開できるよう、園芸作物の生産拡大や農業
基盤整備の取り組みを進めるべきである。
●安定的で付加価値の高い農作物の供給体
制を構築するとともに、六次産業化が促進され
る支援を進めるべきである。
●観光産業との連携を一層強化し、農作物の
ブランド化を図りながら、販売を拡大する必要
がある。



成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見
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5 6

「住み良いまち」妙高暮らしの推進 国際観光都市「MYOKO」観光誘客の推進

建設課 観光商工課

有効 有効

継続 継続

●住みよさランキングなどの客観的な指標を
分析し、保育施設や福祉施設、住居水準の充
実度など、当市の住みやすさや利点を生かし
ながら、人口減少対策につながる施策の展開
を積極的に進めていくべきである。
●妙高市に住みながら上越市に働き口を求め
て通勤している方も多いことから、妙高に住ん
で良かったと思えるような取り組みを引き続き
展開していくべきである。

●観光事業者や農業・商工業・交通事業者等
との連携強化を図り、妙高版DMO（妙高観光
推進協議会）を中心としながら、ホテルロッテ
の進出やインバウンド客の増加などの追い風
を好機と捉え、ターゲットを絞り込みながら、通
年型・四季型観光の推進に向け、更なる観光
振興を推進すべきである。

有効 有効

継続 拡大

●移住定住の促進に向け、住みよさランキン
グ調査などの客観的な指標のほか、移住者の
真のニーズを把握し、空き家物件の斡旋促進
をはじめ、住まい、職、教育などの充実を図り
ながら、人口減少対策につながる施策の展開
を積極的に進めていくべきである。

●ロッテアライリゾートの進出やインバウンド
客の増加などを好機と捉え、妙高ノートなど
マーケティングツール等の活用を通じてター
ゲットを絞り込みながら、グリーンシーズンの
誘客にも力を入れた通年型・四季型観光の推
進に向け、更なる観光振興を推進すべきであ
る。
●国際観光都市の形成に向け、インバウンド
誘客のための戦略を分析し、市民によるおも
てなしや、外国語による案内機能の強化、看
板表示物の統一化など、インバウンド観光客
の満足度向上に寄与する取組みを進めていく
べきである。

有効 有効

継続 拡大

●空き家の有効活用やマッチング等の空き家
対策、移住定住の促進では成約件数や移住
定住者数で大きな成果が出ており、今後も継
続的な取り組みを進めるべきである。また、移
住後のケアにも留意する必要がある。

●妙高ツーリズムマネジメント（ＤＭＯ）の基盤
整備を優先的に進め、ＤＭＯを中心として近隣
市町村と連携した広域的な観光情報の発信と
誘客に力を入れるべきである。
●観光誘客の事業を発展させる中で、これま
での事業効果の検証を行い、今後の入込客数
の増加につなげていくべきである。
●案内看板の外国語表記化、電子決済など、
インバウンド客の受入体制の整備を早期に実
施するべきである。



成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

施策番号

H
2
9
評
価

H
2
8
評
価

H
2
7
評
価

施策名

主な所管課

7 8

国立公園妙高の豊かな自然環境の保全と活用 「総合健康都市妙高」の推進

環境生活課
生涯学習課

（健康保険課）

有効 有効

継続 継続

●国立公園は妙高を発信できる大きなシンボ
ルであり、ライチョウ保護等の環境保全を進
め、ボランティアガイドや登山等のプロのガイド
を充実し、情報発信を強化しながら、自然環境
の保全と観光振興の調和を図り、地方創生に
向けた誘客促進につなげていくべきである。

●国内外において誰もが健康を意識する時代
になりつつある。これらの状況を踏まえ、気候
や地形、温泉資源などを活かし、DMOとも連
携を図りながら、全国に誇れる健康保養地づく
りを進め、プログラム開発やPR強化を積極的
に推進すべきである。

有効 有効

継続 継続

●「国立公園妙高」をブランドとして更に磨き上
げていくとともに、ボランティアガイドや登山等
のプロのガイド等の充実や、情報発信の一元
化などに配慮しながら、自然環境の保全と観
光振興の調和を図り、地方創生に向けた誘客
促進につなげていくべきである。
●引き続き国立公園内における観光施設の整
備等を進めるとともに、国際観光都市にふさわ
しいイベント開催などの取り組みを推進し、Ｄ
ＭＯを中心とした誘客促進策と連携すべきで
ある。

●健康づくりのための運動施設は市内に充実
してきているものの、健康保養地プログラムの
市民参加者数が減少していることから、分析と
対策を講じるとともに、指導者やプログラムの
充実や見直しを図り、具体的な健康長寿のま
ちづくりの成果につなげていくべきである。
●健康保養地プログラムは妙高市ならではの
特徴的な取組みであることから、健康寿命の
拡大や、ひいては医療費削減に繋がるよう、
引き続き取組みを進めていくべきである。

有効 有効

継続 拡大

●「国立公園妙高」をブランドとしてＰＲすると
ともに、具体的な活用方法と保全対策を積極
的にアピールするべきである。
●環境保全に対する市民の関心を高め、市民
自身で妙高の自然を守っていくという意識の
醸成が必要である。

●健康保養地づくりは妙高ならではの特徴的
な取り組みであり、妙高ツーリズムマネジメント
との連携や、プログラムの効果を示しながら、
市民はもとより市外の利用者の増加を図るべ
きである。
●総合健康都市の取り組みを健康に無関心
な方や地域へ粘り強く働きかけ、知名度を上
げる必要がある。
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体験型「都市と農村交流」の推進 芸術・文化・歴史交流とスポーツ等合宿の推進

農林課 生涯学習課

有効 有効

継続 継続

●妙高ならではの農家体験や地域住民とのふ
れあいは、観光交流の重要な要素であること
から、受入農家の拡大を進め、観光との融合
を図ることにより、都市農村交流の振興につな
げていくべきである。

●陸上競技をはじめとしたスポーツ合宿は好
調であり、今後の東京オリンピックに向けた積
極的な取り組みに加え、芸術・文化面での合
宿・交流事業や、歴史資産の保護・活用を推
進し、交流拡大を積極的に図るべきである。

有効 有効

継続 継続

●クラインガルテンの取組みについては、利用
者ニーズを踏まえ、課題を解決しつつ、更に交
流人口や定住人口を増やす施策を展開すべ
きである。
●農家民泊については、受入家庭への支援を
積極的に行い、外国人観光客などへの誘致活
動を含めて、農村地域の魅力を積極的にＰＲ
すべきである。

●「合宿の郷 妙高」のブランド化を進めるため
に、ＰＲなどを継続して実施すべきであり、ス
ポーツ合宿の聖地としてのブランド化の取組
みと併せて、文化・芸術面での新規誘致策な
どによる底上げを図るべきである。
●歴史分野においては、妙高の地域に根差し
た資源として積極的に活用するとともに、誘客
ルートのためのストーリーづくりなどを進め、観
光誘客策などにつなげていくべきである。

有効 有効

継続 改善

●農家民泊の受け皿となる農家を増やすよう
支援を強化するとともに、外国人観光客もター
ゲットとし、地元や観光事業者と連携したＰＲ
や誘致活動を進めていくべきである。
●教育体験旅行は学校、行政、受け入れ先等
の連携により、一過性の取り組みとならないよ
う留意する必要がある。

●芸術・文化を切り口とした交流の成果が低
いことから、原因の分析と手法の見直しを行う
べきである。
●北国街道や関山神社等の歴史資源や文化
とのストーリー性を持たせた誘客ルートを創出
し、妙高ツーリズムマネジメントと連携して売り
出していくことが必要である。



成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

成果の
評価

継続性
評価

委員会
意見

施策番号

H
2
9
評
価

H
2
8
評
価

H
2
7
評
価

施策名

主な所管課

11 12

出会い・結婚・子育てサポートの推進 「妙高子育て」環境の充実

こども教育課 こども教育課

有効 有効

継続 継続

●出会い・結婚・子育ての分野は、人口減少
対策として非常に重要な要素であり、若者が
気軽に集まる機会や様々な出会いづくりを進
め、自然な形でサポートできる地域ボランティ
アの拡大等にも努めていく必要がある。
●子育てに関する経済的な負担の軽減や、シ
ングルマザーや再婚希望者など、その人に
合った各種支援制度の周知、相談機能の強化
を進めていくべきである。

●子育て支援に関する施策は、移住・定住や
地域の担い手等の面で重要な要素であり、幼
児期からの自然体験など、妙高の特色を生か
した保育サービスを提供するとともに、保護者
の保育ニーズを反映しつつ、保育人材の確保
を進め、子育て環境の充実に取り組むべきで
ある。

有効 有効

継続 継続

●子育て分野については、子育て世代に対す
るサポートへの成果として一定の評価はでき
る。出会いサポート分野については、より多面
的な側面からサポートを行うとともに、縁結び
ボランティアの支援強化や、出会いの場づくり
など、更なる取組みが必要である。

●子育て環境の充実は、住みよさを高め、移
住・定住においても重要な要素であることか
ら、共働き世帯の増加を踏まえた保育サービ
スの充実を図り、保護者ニーズを踏まえて継
続的な取組みを実施すべきである。
●保育園では、持続的に保育サービスを提供
できるように、出来る限り正職員を雇用して対
応すべきである。

有効 有効

継続 継続

●本施策は人口減少率を鈍化させる大事な施
策であり、特に出会いサポート事業の充実を
図るべきである。
●子育て世代の経済的・精神的な負担の軽減
策の継続と、支援が必要な方が適切にサービ
スを受けられるよう、制度のＰＲが必要であ
る。

●子育て環境の充実は住みよさの重要な要
素であることから、取り組みを推進するととも
に、子育て環境が充実している市であることを
よりきめ細かく周知、アピールすべきである。
●保育サービスの充実は必要不可欠であるこ
とから、費用負担の公平性も考えつつ、保護
者のニーズを踏まえたサービス提供に取り組
む必要がある。
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特色ある「妙高教育」の推進 男女共同参画の推進

こども教育課
企画政策課

（生涯学習課）

有効 有効

継続 継続

●自然に親しむ環境教育を充実するほか、フ
レンドスクール等の妙高ならではの特色ある
教育を推進するとともに、それらの教育効果の
周知・啓発活動を強化すべきである。
●家庭や学校、地域が連携しながら、郷土愛
を育む特色ある教育を進め、助け合いや思い
やりを大切にする「妙高市民の心」を育み、妙
高の未来を担う人材育成の取り組みを推進す
べきである。

●安心して子どもを産み、育てられる環境を整
えるため、家庭や地域、職場等において男女
共同参画の啓発活動を進めるとともに、男女
の能力に応じた就労機会の充実や地域活動
への参画を促進し、性別に関係なく、一人の人
間として尊重される社会を構築すべきである。

有効 有効

継続 継続

●コミュニティスクールの観点から、地域住民
による塾に行けない子どもたちへの学習支援
などを進め、教育活動と地域活動がマッチング
できるようなボランティア人材の確保等を進め
るべきである。
●学生が気軽に集まり勉強したり情報交換が
できる場づくりを進めるとともに、不登校児童
や生徒に対してもカウンセリングや支援が展
開できる取組みや場の充実を進めていくべき
である。
●妙高ならではの特色のある教育は、妙高の
未来を担う人材育成のために重要であるた
め、郷土に誇りを持てるような取組みを進める
べきである。

●安心して子どもを産み、育てられる環境を整
えるため、家庭や地域、職場等において男女
共同参画の啓発活動を進めるとともに、男女
の能力に応じた就労機会の充実や地域活動
への参画を促進し、性別に関係なく、一人の人
間として尊重される社会を構築すべきである。
●審議会等委員への女性登用率を向上する
取組みを進めるべきである。

有効 有効

継続 継続

●特色ある教育の推進は地域の独自性を高
め、妙高の未来を担う人材育成のために重要
であることから、引き続き推進するべきであ
る。
●コミュニティスクールについては学校と地域
が連携し、市民が積極的に学校と関われるよ
うな取り組みを進めるべきである。
●いじめ・不登校問題では、子どもや保護者
へのカウンセリングや居場所づくりなどの支援
の充実が必要である。

●様々な場で男女が平等に参画しやすい環
境づくりを進めるとともに、啓発活動を強化す
べきである。
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志を未来に活かす人づくり 心豊かで安心な地域コミュニティの推進

総務課
（生涯学習課）

総務課
（生涯学習課）

有効 有効

継続 継続

●若者の柔軟な発想や行動力を活かし、若者
が主体となった地域づくり活動の充実に取り組
むとともに、次代を担う人材の個性や能力が
十分に発揮できる環境づくりが必要である。

●自主防災組織やコミュニティ活動への支援、
地域のこし協力隊や各種支援事業の取り組み
を強化しながら、地域のニーズに即した、市民
と行政の協働による「地域のこし」を進めていく
べきである。

有効 有効

継続 継続

●市民活動支援センターの取組みや支援の
あり方を見直すとともに、市民活動の担い手の
育成や、支援体制の強化を図り、真に市民活
動が促進される取組みを進めていくべきであ
る。
●若者が市民活動や地域活動に積極的に参
加できる環境を整備するとともに、わかもの会
議の意見を積極的に施策に反映させていくべ
きである。

●これまでの地域コミュニティ分野の取組みに
おける成果や課題を分析するとともに、地域の
こし協力隊や、自主防災組織、コミュニティ活
動への支援など、各種事業の取組みを強化し
ながら、地域のニーズに即した、地域コミュニ
ティづくりと、地域のこしを進めていくべきであ
る。

有効 有効

継続 継続

●若者が自主的に市民活動や地域づくり活動
に参加できる環境を整備するとともに、若者会
議の意見を積極的に施策に反映させていくべ
きである。
●地域づくり活動が停滞している地域の実態
を把握するとともに、必要な支援を行う必要が
ある。

●地域コミュニティの維持・地域課題の解決に
は地域の主体的な活動が必要不可欠であり、
そのために行政と地域の協働の体制づくりを
進めるべきである。
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未来を支える地域基盤の整備 広域連携の推進

建設課 観光商工課

有効 有効

継続 継続

●沿線人口が減少する中で、公共交通の維持
に向けた財政負担の増加が懸念されるもの
の、地域コミュニティの存続に重要な生活イン
フラであることから、バス運行や鉄道路線の存
続を維持すべきである。また、冬期間の安定
的な道路交通に向けた取り組みも引き続き強
化していくべきである。

●広域連携は、施策効果を拡大していくため
に重要な要素であることから、隣接地域をはじ
め、遠方の地域とも連携の可能性を模索する
とともに、妙高の魅力の磨き上げを図り、観光
面においては連携の中心的な役割を果たすべ
きである。

有効 有効

継続 継続

●地域公共交通の提供は、地域コミュニティの
存続にもかかわるような大変重要な課題であ
るため、継続的に実施すべきである。
●冬期間の除雪など交通確保については、地
域のこしに不可欠であることから、適切かつ迅
速な対応をすべきである。

●広域連携は、施策効果を拡大していくため
に重要な要素であることから、北信地域などの
隣接地域と連携し、それぞれの自治体の魅力
を高められる取組みにつなげていくべきであ
る。
●各種施策の推進にあたり、妙高市内の団体
などにおける交流などを進め、連携・連帯の構
築を進めるべきである。

有効 有効

継続 継続

●冬期間の道路交通確保は豪雪地における
住みやすいまちづくりのために必要不可欠で
あることから、満足度を高める必要がある。
●地域公共交通は住民ニーズを踏まえ、利便
性を高めるとともに、継続性を確保する必要が
ある。

●広域連携は様々な相乗効果を生み出すこと
から、妙高ツーリズムマネジメントを中心に近
隣市町村と連携した観光誘客を強化するとと
もに、広域連携を市民レベルまで広めていく必
要がある。



 



資料 2 

妙高市の人口動態について 

１．総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（～H27）、国立社会保障・人口問題研究所資料（H32～） 

※2050 年以降は内閣府提供のワークシート使用による独自推計 

 

社人研推計によると、全国では、2015 年に 1 億 2,709 万人であった日本の総人口は、2045 

年には 1 億 1,683 万人に、また、2060 年には 2015 年の 73.0％となる 9,284 万人まで減少

すると見込まれている。 

これを妙高市に当てはめると、2015 年に 3 万 3,199 人であった妙高市の総人口は、2045 年

には 1 万 9,525 人に、また、2060 年には 2015 年の 41.1％となる 1 万 3,659 人まで減少する

と見込まれ、国よりも早いペースで人口減少が進むことが予想されている。 

減少幅としては、調査期間（5 年）ごとに 2,200～2,300 人程度の減少が予想されている。 

  

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060
H17 H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67 H72

総人口 37,831 35,457 33,199 30,869 28,524 26,231 23,988 21,738 19,525 17,428 15,459 13,659

増減数
（H17比）

- -2,374 -4,632 -6,962 -9,307 -11,600 -13,843 -16,093 -18,306 -20,403 -22,372 -24,172

増減率
（H17比）

- -6.3% -12.2% -18.4% -24.6% -30.7% -36.6% -42.5% -48.4% -53.9% -59.1% -63.9%

年少人口
割合

13.9% 12.3% 11.2% 10.4% 9.9% 9.4% 9.0% 8.8% 8.5% 8.1% 7.7% 7.5%

生産年齢
人口割合

58.6% 57.7% 55.0% 52.5% 50.9% 49.1% 47.7% 46.0% 44.9% 44.6% 44.0% 43.1%

老年人口
割合

27.4% 30.0% 33.9% 37.1% 39.2% 41.5% 43.3% 45.2% 46.6% 47.3% 48.3% 49.4%

年度

43,170
45,561 45,286 46,950

49,717

60,473 58,802

18,605 16,313

13,113 10,570 9,583 8,828 8,215 7,389 6,694 6,053 5,245 4,346 3,704 3,216 2,816 2,464 2,162 1,903 1,656 1,407 1,194 1,022

30,755

30,494

31,164
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２．性別・年齢別人口構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査（～H27）、国立社会保障・人口問題研究所資料（H32～） 

※年齢不詳の回答があるため一部で数値の差が生じる（2010 年の実績値（総数）：35,457 人） 

 

 男女別に見ると、男性に比べ女性の減少が大きくなっている。年齢別では、全体的に減少

傾向であるものの、70 歳以上では減少率は低い傾向であり、90 歳以上では増加が予想されて

いる。 

合計特殊出生率（１人の女性が生涯に産むことが見込まれる子どもの数を示す指標）は全

国・県平均より高い数値（H28：国 1.44、県 1.43、市 1.57）であるが、特に 20～39 歳の女

性の減少が大きくなっていることから、相対的に出生数そのものが減少し、将来の人口減少

が加速している状況である。 

 

 

 

 

 

 

  

2010年
数値 数値 増減 増減率 数値 増減 増減率 増減 増減率

総数 35,455 33,199 -2,256 -6.36% 19,525 -15,930 -44.93% -13,674 -41.19%
　0～ 9歳 2,643 2,284 -359 -13.58% 1,019 -1,624 -61.45% -1,265 -55.39%
10～19歳 3,380 2,883 -497 -14.70% 1,245 -2,135 -63.17% -1,638 -56.82%
20～29歳 2,677 2,467 -210 -7.84% 1,053 -1,624 -60.66% -1,414 -57.32%
30～39歳 3,782 3,199 -583 -15.42% 1,462 -2,320 -61.34% -1,737 -54.30%
40～49歳 4,368 3,987 -381 -8.72% 1,964 -2,404 -55.04% -2,023 -50.74%
50～59歳 4,985 4,483 -502 -10.07% 2,385 -2,600 -52.16% -2,098 -46.80%
60～69歳 5,227 5,512 285 5.45% 2,822 -2,405 -46.01% -2,690 -48.80%
70～79歳 4,623 4,150 -473 -10.23% 3,220 -1,403 -30.35% -930 -22.41%
80～89歳 3,098 3,361 263 8.49% 2,820 -278 -8.97% -541 -16.10%
90歳以上 672 873 201 29.91% 1,535 863 128.42% 662 75.83%

総数 17,101 16,097 -1,004 -5.87% 9,689 -7,412 -43.34% -6,408 -39.81%
　0～ 9歳 1,344 1,192 -152 -11.31% 523 -821 -61.09% -669 -56.12%
10～19歳 1,782 1,515 -267 -14.98% 654 -1,128 -63.30% -861 -56.83%
20～29歳 1,370 1,307 -63 -4.60% 588 -782 -57.08% -719 -55.01%
30～39歳 1,956 1,678 -278 -14.21% 852 -1,104 -56.44% -826 -49.23%
40～49歳 2,225 2,021 -204 -9.17% 1,123 -1,102 -49.53% -898 -44.43%
50～59歳 2,535 2,265 -270 -10.65% 1,267 -1,268 -50.02% -998 -44.06%
60～69歳 2,623 2,827 204 7.78% 1,458 -1,165 -44.41% -1,369 -48.43%
70～79歳 2,042 1,880 -162 -7.93% 1,574 -468 -22.92% -306 -16.28%
80～89歳 1,060 1,232 172 16.23% 1,205 145 13.68% -27 -2.19%
90歳以上 164 180 16 9.76% 445 281 171.34% 265 147.22%

総数 18,354 17,102 -1,252 -6.82% 9,836 -8,518 -46.41% -7,266 -42.49%
　0～ 9歳 1,299 1,092 -207 -15.94% 496 -803 -61.82% -596 -54.58%
10～19歳 1,599 1,368 -231 -14.45% 591 -1,008 -63.04% -777 -56.80%
20～29歳 1,307 1,160 -147 -11.25% 465 -842 -64.42% -695 -59.91%
30～39歳 1,826 1,521 -305 -16.70% 610 -1,216 -66.59% -911 -59.89%
40～49歳 2,143 1,966 -177 -8.26% 841 -1,302 -60.76% -1,125 -57.22%
50～59歳 2,450 2,218 -232 -9.47% 1,118 -1,332 -54.37% -1,100 -49.59%
60～69歳 2,604 2,685 81 3.11% 1,364 -1,240 -47.62% -1,321 -49.20%
70～79歳 2,582 2,270 -312 -12.08% 1,646 -936 -36.25% -624 -27.49%
80～89歳 2,037 2,129 92 4.52% 1,615 -422 -20.72% -514 -24.14%
90歳以上 507 693 186 36.69% 1,090 583 114.99% 397 57.29%

男
女
計

女

2045年 （参考）2010-2045年 （参考）2015-2045年

男

2015年

合計特殊出生率の推移

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

国 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44
県 1.34 1.37 1.37 1.37 1.37 1.43 1.41 1.43 1.44 1.43 1.44 1.43
市 1.55 1.52 1.50 1.48 1.58 1.66 1.36 1.67 1.68 1.71 1.63 1.57



３．人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新潟県人口移動調査結果報告 

※各年度の人口動態データの対象期間は前年 10 月から当年 9 月まで  

※国勢調査対象年度は実績値を使用したため数値の増減に差が生じる 

 

平成 29 年度の人口減少の実態として平成 28 年度と比較すると、自然動態では 292 人の減少（出

生 192 人、死亡 484 人）、社会動態では 203 人の減少（転入 761 人、転出 964 人）であり、合計で

495 人の減少となった。 

自然動態については、出生数よりも死亡数が多い状況が続いており、年々その差が大きくなっ

てきている。出生数は平成 29 年には年間の出生数が初めて 200 人を割り込むほど減少し、今後も

減少傾向が予想される。死亡数は過去 5 年平均では 485 人となっているが、将来人口推計による

と高齢者の人口は 2020 年をピークに減少に転じると予測されていることから、今後も 400 人台後

半で推移していくものと予想される。 

社会動態については、転入者数は合併後平均では 895 人、過去 5 年平均は 794 人と減少傾向に

ある。上越市からの転入が最も多く、住宅取得等支援事業による世帯単位での転入によるものと

考えられる。県外では長野県からの転入が最も多く、東京圏からの転入も多い状況となっている。

要因としては職業によるものが多い。 

転出者数は合併後平均では 1,132 人、過去 5 年平均では 1,027 人と、転入同様に減少傾向にあ

る。上越市への転出が最も多く、職業や結婚等の戸籍理由によるものが多い。県外では東京都を

はじめとした東京圏への転出が多い状況となっている。学業や職業を理由とするものが多い。 

20歳から 40歳の若い世代が市外に職業や生活の拠点を求めて転出している傾向が続いており、

また学業や就職を理由に、10 歳代後半～20 歳代前半の若者の転出が多い傾向である。 

転出超過が続いているが、近年は改善傾向にあることから、今後も社会増に向けた取り組みが

重要である。 

  

出生 死亡 増減 転入 転出 増減

H17 269 -407 -138 1,174 -1,383 -209 -347 37,831

H18 282 -416 -134 1,084 -1,296 -212 -346 37,485

H19 256 -419 -163 896 -1,270 -374 -537 36,948

H20 259 -459 -200 918 -1,201 -283 -483 36,465

H21 251 -495 -244 968 -1,241 -273 -517 35,948

H22 243 -484 -241 900 -1,080 -180 -421 35,457

H23 227 -463 -236 938 -1,056 -118 -354 35,103

H24 225 -519 -294 787 -1,051 -264 -558 34,545

H25 245 -484 -239 838 -996 -158 -397 34,148

H26 218 -479 -261 765 -1,064 -299 -560 33,588

H27 233 -507 -274 781 -1,065 -284 -558 33,199

H28 209 -466 -257 825 -1,048 -223 -480 32,719

H29 192 -484 -292 761 -964 -203 -495 32,224

239 -468 -229 895 -1,132 -237 -466

230 -484 -254 848 -1,077 -229 -482

219 -484 -265 794 -1,027 -233 -498過去5年平均

過去10年平均

合併後平均

年度 推計人口

合
併
後
の
推
移

自然動態 社会動態

人口増減



（平成 29 年度における主な転入・転出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入 転出 増減 転入 転出 増減

総数 234 -323 -89 45 -61 -16
　0～ 9歳 32 -42 -10 7 -0 7
10～19歳 12 -10 2 1 -11 -10
20～29歳 56 -106 -50 16 -33 -17
30～39歳 55 -69 -14 7 -9 -2
40～49歳 19 -26 -7 8 -2 6
50～59歳 13 -14 -1 4 -1 3
60～69歳 9 -24 -15 0 -1 -1
70～79歳 11 -11 0 0 -3 -3
80～89歳 19 -18 1 1 -0 1
90歳以上 8 -3 5 1 -1 0

転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減

総数 104 -165 -61 22 -33 -11 総数 130 158 -28 23 28 -5
　0～ 9歳 16 -23 -7 3 -0 3 　0～ 9歳 16 19 -3 4 0 4
10～19歳 5 -5 0 0 -4 -4 10～19歳 7 5 2 1 7 -6
20～29歳 23 -50 -27 7 -16 -9 20～29歳 33 56 -23 9 17 -8
30～39歳 22 -37 -15 4 -8 -4 30～39歳 33 32 1 3 1 2
40～49歳 12 -10 2 5 -2 3 40～49歳 7 16 -9 3 0 3
50～59歳 6 -6 0 3 -1 2 50～59歳 7 8 -1 1 0 1
60～69歳 6 -18 -12 0 -0 0 60～69歳 3 6 -3 0 1 -1
70～79歳 4 -6 -2 0 -2 -2 70～79歳 7 5 2 0 1 -1
80～89歳 8 -10 -2 0 -0 0 80～89歳 11 8 3 1 0 1
90歳以上 2 -0 2 0 -0 0 90歳以上 6 3 3 1 1 0

県内

女

上越市 新潟市上越市 新潟市

男

男
女
計

県内

県内

上越市 新潟市

転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減 転入 転出 増減

総数 39 -79 -40 23 -45 -22 21 -34 -13 15 -18 -3 48 -61 -13
　0～ 9歳 2 -4 -2 1 -6 -5 2 -0 2 0 -1 -1 6 -8 -2
10～19歳 1 -10 -9 1 -5 -4 0 -5 -5 2 -3 -1 3 -9 -6
20～29歳 24 -49 -25 11 -19 -8 6 -23 -17 5 -8 -3 10 -20 -10
30～39歳 6 -8 -2 4 -3 1 9 -3 6 2 -2 0 12 -7 5
40～49歳 0 -7 -7 3 -4 -1 1 -1 0 4 -1 3 7 -5 2
50～59歳 1 -0 1 0 -3 -3 2 -0 2 1 -0 1 1 -2 -1
60～69歳 2 -1 1 3 -4 -1 0 -0 0 0 -1 -1 5 -5 0
70～79歳 2 -0 2 0 -0 0 0 -1 -1 1 -2 -1 2 -4 -2
80～89歳 1 -0 1 0 -1 -1 0 -0 0 0 -0 0 2 -1 1
90歳以上 0 -0 0 0 -0 0 1 -1 0 0 -0 0 0 -0 0

総数 19 -38 -19 12 -16 -4 10 -15 -5 9 -7 2 22 -29 -7
　0～ 9歳 1 -1 0 0 -3 -3 0 -0 0 0 -0 0 3 -4 -1
10～19歳 0 -6 -6 1 -0 1 0 -4 -4 1 -1 0 1 -5 -4
20～29歳 13 -24 -11 5 -6 -1 3 -9 -6 3 -3 0 5 -9 -4
30～39歳 3 -4 -1 2 -2 0 4 -1 3 1 -1 0 2 -4 -2
40～49歳 0 -2 -2 1 -1 0 1 -1 0 2 -0 2 6 -3 3
50～59歳 1 -0 1 0 -2 -2 2 -0 2 1 -0 1 1 -1 0
60～69歳 1 -1 0 3 -2 1 0 -0 0 0 -1 -1 3 -1 2
70～79歳 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0 1 -1 0 1 -2 -1
80～89歳 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0
90歳以上 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0 0 -0 0

総数 20 -41 -21 11 -29 -18 11 -19 -8 6 -11 -5 26 -32 -6
　0～ 9歳 1 -3 -2 1 -3 -2 2 -0 2 0 -1 -1 3 -4 -1
10～19歳 1 -4 -3 0 -5 -5 0 -1 -1 1 -2 -1 2 -4 -2
20～29歳 11 -25 -14 6 -13 -7 3 -14 -11 2 -5 -3 5 -11 -6
30～39歳 3 -4 -1 2 -1 1 5 -2 3 1 -1 0 10 -3 7
40～49歳 0 -5 -5 2 -3 -1 0 -0 0 2 -1 1 1 -2 -1
50～59歳 0 -0 0 0 -1 -1 0 -0 0 0 -0 0 0 -1 -1
60～69歳 1 -0 1 0 -2 -2 0 -0 0 0 -0 0 2 -4 -2
70～79歳 2 -0 2 0 -0 0 0 -1 -1 0 -1 -1 1 -2 -1
80～89歳 1 -0 1 0 -1 -1 0 -0 0 0 -0 0 2 -1 1
90歳以上 0 -0 0 0 -0 0 1 -1 0 0 -0 0 0 -0 0

県外

東京都 埼玉県 神奈川県 千葉県 長野県

女

男
女
計

男

出典：新潟県人口移動調査結果報告 






























































































































































































